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伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例第２条の規定により、地域に根ざした人権啓発
を行い、部落差別をはじめとるすあらゆる差別の解消に向け取り組む必要がある。

地域活動１９団体が連携をとりながら、各地区での啓発活動を効果的に推進している。

ほぼ計画どおり達成できたが、引き続き目標の達成に向け取り組む。

活動に要する経費の一部として、事務用品等の助成を行っているが、使途が事業以外にも及ぶため、コスト低減を検討す
る。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型
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○地域での人権啓発活動（草の根運動）の支援 人権教育関係補助金がH18年度で終了したため、教育費
住民主体の人権教育の推進経費を、H19年度より総務費
人権啓発推進経費の事業に移行した。
上野エリア各地区における人権啓発の担い手としてさまざ
まな啓発活動を行うため、地区草の根運動の活動を支援
する。
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